
資本論争とケンブリッジ派分配論

信　田　　　強

I　資本論争の帰結

　新古典派経済学とケンブリッジ派経済学との間の最近の資本理論に関する諭
（1）

争において，次のことが明らかにたっている。すたわち，新古典派の集計的生

産関数に基く限界生産力説という分配理論が比較静学的に解釈されたときに，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2λ
それが一般的に成立しうるのは，サムエルソンのいう　Factor－Price　FrontIr

　　　　　　　（3）
が直線のときである。つまり，ある一つの技術の下でとりうる利子率（もしく
　　（4）
は利潤率）と実質賃金率との有意的た関係が直線であるということである。こ

こでいう一つの技術とは，いわゆる固定的な技術係数をさしている。］財モデ

ルではこのフロンティアが直線であることは容易に分る。資本財が二つ以上あ

り，平均利潤率が経済の各部門で成立する正常価格体系の多部門（多財）モデ

ルにおいては，フロンティアが直線になるのは，各部門の資本集約度が等しい
　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
ときであるということが証明されている。したがって，多部門モデルで新古典

派の限界生産力説が成立しうるのは非常に限定された場合になる。しかも，フ

（1〕　G．C．H目roourt．“Some　Cambridge　Controversies　jn　the　Theoエy　of　Capital”

　カ〃mαJヴ万ωmmあ”施m切m，∫吻e，1969，pp．369～405．

（2〕P．A．Samue1目。n，“Summing　Up”，Qm〃fer’y∫伽m〃げ及。挽。m5c∫，1966，

　pp．　569～583．

（3〕Amit　Bhaduri，“On　the　Significance　of　Recent　Controversies　on　C且pit邑1

　Theory：A　Marxian　View，”丁加及。殉。m4c∫o〃mα1，Sept．，1969，pp1532～539．

（4〕均衡においては両者は等しい。

（5〕　E．Bmmeister，“On　a　Theorem　of　Sraffa”，亙。omom毒伽，Feb．，1968，PP．83

　～87；犬塚勇一郎rS・a丘aの標準体系と資本理論」r一橋論叢』1970年10月号，

　448～454頁参照。
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ロソティアが直線でないと　double　switchingの現象が起る可能性がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
これはWe11－behavedな新古典派生産関数をくつがえすものである。

　以上が資本論争の帰結である。たとえ，最終生産物が一財である生産構造を

考えたときでも，申聞財を異質資本財とみたすことに一よって，この生産構造

を，資本財が二つ以上ある，すなわち，異質資本財を持つ多部門モデルに交換
　　　　　　（7）
しうるのである。よって上記の帰結を一般的なものとみたしてよし＝。ただし，

この際，単利が適用されると，Factor－Price　Frontierは直線になり，実質

上，生産構造は一財（一部門）モデルになる。勿論，複利のときは，必ずある

生産構造はFrontierが直線でない多部門モデルに変換されるのである。この

とき，生産構造における毎期の投下労働量が不均等である場合にはdouble
　　　　　　　　　　　　　（8〕
switchingの起る可能性がある。

　とにかく，限界生産力説は非常に特殊な場合にしか成立しえない。したがっ

て正常価格体系においては，限界生産力説によっては一般的に分配関係を決定

することはできない。

皿　資本論争の帰結とケンブリッジ派分配論の位置付け

　したがって，以上により，正常価格体系における相対価格を決定する際に

は，分配率（利潤率もしくは実質賃金率）は，外側から与えられる所与のもの

と考えられなくてはならない。モーリス・ドッブは，ここにおいてマルクス経

済学の分配諭としての意義をみい出している。

　すなわち，マルクス経済学において，分配率は「生産の社会的関係によって

｛6〕　G．C．Ha正。ourt，oP．oit．，PP．386～395．

17〕この視点は結合生産（Joint　Production）の考え方に依拠している。　P．Sr且ff昼，

　”o肋励mげComm〃肋召5卵Mem5げCom物。6棚e5，Cambridge　at　the　Uni－

　v・・畠ity　P・…，1960，p・・t皿，菱山泉・山下博訳『商品による商品の生産』，有斐

　閣，ユ962年，第二部；およびM・Morisbjma，伽。ぴゲ励mom4c　oブ。m肋，
　α…ndon　P・・…　Oxfo・d，1969，・h．M，に基本的た考え方が解明されている。

（8〕詳細な点につい，は，信田強「生産構造と利子率」『一橋論叢』1973年6月号を

　参照されたい。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9〕
決定されるものとして，交換の領域の外側から」与えられるのである。これは

実質賃金率を再生産費（労働力の）一として正常価格体系の外生変数としてまず

与えるということを意味する。ただし，実質賃金率は単なる外生変数ではな

く，あくまでも，労働力の再生産費に等しいように決定されているのである。

実質賃金率を決定することは同時に剰余としての利潤を決めることであり，分

配率を決定することである。

　ところで，「交換の領域の外側」から与えることができるものとして，実質

賃金率の他に利潤率がある。つまり，分配率を実質賃金率を与えることによっ

てではなく，利潤率を与えることによって決定するのだ。この時にも，交換の

領域を示す正常価格体系にとって，利潤率は外在的である外生変数となる。し

かし，マルクス経済学において実質賃金率が単なる外生変数でなく一定の経済

的な意味を持っているように，ケンブリッジ派の分配論において利潤率は単な

る任意の外生変数とは考えられない。ケンブリッジ派分配論は正にこの利潤率

の決定の問題をあつかうのである。結論的にいえば利潤率は成長率に関連して

いる。勿論，このケンブリッジ派分配論も交換の領域の内部で利潤率が資本の

限界生産力によって決められるという新方奥派分配論の批判として生じている

のである。

　ところで，どうして，ケンブリッジ派の分配論では実質賃金率を分配率の決

定因として採用しないのであろうか。ケンブリッジ派の立場からは次のような

回答がおそらく帰ってくると思われる。ケインズが彼のr一般理論』で示した

ように，短期的には，労働市場で決まるのは貨幣賃金率であって実質賃金率で

はない。むしろ，実質賃金率は有効需要の水準が与えられている場合．財市場

において1その需要水準にみあうように供給が一致した時に同時に決定される

のである。いいかえれば，実質賃金率決定の主導権は，労働市場ではたく，む

しろ，財市場にあるのである。ゆえに，実質賃金率が与えられてしかる後に利

（9〕モーリス・ドッブrマルクス経済学と分配論の重要性」，ドッブ，マンデルほか

　幅際ソシポジウム七十年代の資本主義』中村達也・永井　進・渡会勝義訳，新評論，

　1972年，46頁。
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潤分配が剰余として定まるという分配論は非現実的であるということになる。

くりかえすが，実質賃金率は，企業家が有効需要の水準を与えられて，それに

みあうような利潤極大の行動をとるときに，従属的に決定されるのである。勿

論，このときに財市場の需給の均衡は保証されるが，労働市場の雇用水準は財

市場の均衡水準に依存しているのだ。したがって，完全雇用均衡は一般に期待

できない。よって，ケンブリッジ派にとって戦略的であるのは実質賃金率より

もむしろ有効需要である。有効需要は消費性向が比較的安定的なものと考えら

れるので，すぐれて投資に依存する。よって，ケンブリッジ派にとって戦略変

数は投資であることになる。すぐに示されることであるが，この投資水準と利

潤分配率は消費性向を介して一義的な関係にあるのである。注意すべきは，賃

金分配率は利潤分配率によって従属的に決定されるということである。さら

に，長期の場合を考えると蓄積率（成長率）と利潤率とは一義的た関係があ

る。かようなわけで，投資を戦略変数とするケンブリッジ派では正常価格体系

の外生変数をとるときに，実質賃金率でなく利潤率をえらぶのである。

　さて，以上のようなケンブリッジ派の議論に対して，マルクス経済学の側か

らは次のような反論が来るであろう。たしかに短期的には実質賃金率の決定権

は資本家の側ににぎられているかもしれない。しかし，長期的には実質金率の

水準は少くとも労働力の再生産費に等しくなくてはならない。もし，蓄積率が

非常に大きくて，実質賃金率をこの再生産費以下におし下げようとするときに

は，必ず労働者の側からこの最低の実質賃金率を保証しようとする大きな運動

が起きてくる。これは具体的には物価騰貴を相殺するための貨幣賃金率引き上

げの運動をとるかもしれない。そして，貨幣賃金率上昇と物価騰貴のいたちご
　　　　　　　　（コ．O）
っこが続くとすると，実質賃金率は再生産費に固定され，それ以下にはなりえ

ない。したがってこの点においては労働力の再生産費で決まる実質賃金率が分

配率を決めているということになる。もっとも，再生産費を最低の実質賃金率

ω　このような現象をジョーン・ロビンソンはインフレーション障壁と呼んでいる。

　J・Robinson，ア加ん。mmm王棚。mザCα〃〃，Second　E池ion，M目。mi11an，1966，

　pp・48～50，杉山　清訳r資本蓄積諭』みすず書房，1957年，54川56頁。
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と解きずに，それは上のある水準というふうにもっと柔軟に考えてもさしつか

えない。ともかく，長期においては実質賃金率は単に蓄積率に対して受動的に

決められるものでなく，労働力の再生産費としての確固たる位置を分配諭の中

に占めているのである。

　したがって，われわれは，ケンブリッジ派分配論とマルクス経済学の分配論

とを調和させるには次のように考えねばなるまい。すなわち，ケンブリッジ派

の分配論で決まる分配率においては，実質賃金率が労働力の再生産費以上でな

くてはならたい。かような範囲において，ケンブリッジ派の分配論において，

分配率は投資水準に依存して決定されるのである。ところで，以上のような観

点は，　インフレーション障壁の考えを持つジョーン・ロビンソン，　ニコラス

・カルドア，パシネッティ，r蓄積論』の著者である置塩信雄，等有効需要の

原理を重視する人為にとって，表現こそ違え，実質上，共通なのである。とに

かく，われわれはマルクス経済学の分配論とケンブリッジ派分配論との関係を

以上のように便宜的に考えた上で話をすすめることにしよう。

皿　ケンブリッジ派分配論

　われわれはヶソブリッジ派分配論を扱うのであるが，最も代表的なものとし
　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
て，パッネッティの論文を取り上げよう。この論文は大きな論争を引き起した
　　　　（12）
論文である。したがって，混乱をさけるために，われわれはまずパシネッティ

の論文の概略を内容的に指摘し，一応の結論を得ることにしよう。

　パシネッティのこの論文はカルドアの有名な論文｝AItemative　Theor量es

　　　　　≦13）
of　Distriut1on”を修正したものである。ヵルドァの論文はここでは再述した

値〕　Luigi　L．Pasinetti，“Rate　of　Profit　and　Income　Distribution　in　Relation　士。

　the　Rate　of　Economic　Growth”，Rmξ舳q戸亙ωmm4c　Sm励召∫，1962，pp．267

　～281．

02〕論争の過程とおよその結論は，G．C．H量・cou・t，op，cit．，PP．396～398に詳し

　い。

⑯　N．Kaldor，“Akernative　Theo正ies　of　Di昌tribution”，Rm4例　ザ疵。mm5c

　Sf刎dξ色s，1956，pp．83～100．
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い。なぜなら，パシネッティの論文の中にカルドアの主張の中核はおり込まれ

ているからだ。ところでパシネッティはカルドアのどこを修正したのだろう

か。これからふれてゆこう。本質的な点をいえば，カルドアは労働者の貯蓄に

も利子がつくということを見落していたということである。勿論ヵルドァも労

働者の貯蓄もモデルに取入れていたが，その貯蓄が長期にはストックになり利

子を労働者にもたらすということを考慮に入れなかったのだ。したがって，カ

ルドアにおいては，労働者の所得の源泉は賃金だけであった。パシネッティは

これを修正したのだ。すたわち，労働者の所得の源泉は賃金のみならず，彼が

過去において貯蓄したストックからの利子もあるのである。

　次にパシネッティはヵルドァと異り，長期において完全雇用をもたらすため

の必要条件の分析に自分の問題領域を限定している。つまり，長期において完

全雇用が成立しているときにはどういう関係が成立していなければならないか

ということを検討するのである。したがってパシネッティは完全雇用成長を彼

の分析の前題にしているのである。いいかえればパシネッティのこの論文に表

われる投資は完全雇用をちょうどもたらすだけの額と解釈されるべきである。

すなわち，これは完全雇用が達成されるときに経済全体の貯蓄性向に依存して

生ずる貯蓄額をちょうど相殺するように決められる投資水準なのである。しか

し，与えられた完全雇用成長率によって必要とされる投資が現実に行われたと

きに，それを保証する貯蓄をもたらす貯蓄性向が経済全体になければならない

といった方がより正確であろう。パシネッティはこの適正な投資水準が自動的

にもたらされるとは考えていない。むしろ，政策によって人為的に保証されね

ばならないと考えている。この点においては，貯蓄がそのまま投資になるとい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
う貯蓄関数に依拠する新古典派成長論と大きく違うのである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
　なお，パシネッティは完全雇用成長率を長期均衡の状態とみなして，利潤率

⑭　詳しくは下記の展望論文がある。

　　F．Hl　Hahn　and　R．C．O．Mathews，“The　Theory　of　Econo皿ic　Growth：

　A　Survey”r加刀。ommゴ。∫o〃m2，Deo．，ユ9脳，p．790、

蝸　J，Robinson，亙脳ツ54m肋珊eoひげ亙。omo棚。　Groω肋，Macmi113n，！962・

　PP．44～53，山田克己訳『経済成長論』東洋経済新報杜，1963年，67～79頁。
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と利子率とを等しくおいている。これが彼のこの論文の一つのタ毒となる条件

　　　　（工6）
となっている。なお，スラッファは彼のr商品による商品の生産』において，

彼の正常価格体系を。omp1eteにするために実質賃金率でなく無名数の利潤率

を外生変数として与えている。すこしわき道へ議論がそれるようだが引用して
　　　　　　　　　　　　　　（17）
おこう。実は重要なのだ。彼はいう。「以上の議論の最後のステップによっ

て，最初から従われてきた慣行，すたわち，独立変数ないしは『所与』の数量

として，利潤率よりはむしろ賃金をとりあげるという慣行が逆転するように導

かれた。準備的な段階において独立変数として賃金を選択したのは，それがそ

の段階では，価格ないし利潤率から独立した，生理的ないし社会的条件によっ

て決定された特定の必要生活資料からなるものとみなされていたからであっ

た。しかし，生産物の分割における変動の可能性が認められるやいたや，この

ような考慮はその効能の多くを失ってしまう。そして賃金が多少とも抽象的な

標準のタームで『与えられる』とみなされることになって，商品の価格が決定

されるまでは，明確な意味を獲得しないようた場合には，情勢は逆転する。一

コの比率としての利潤率は，いかなる価格からも独立した意味をもつ。そし

て，価格が確定される前にr与えられる』とみて差支えなかろう。だからそれ

は，生産体系の外部から，とくに貨幣利子の水準によって，決定されることが

可能である。」

　長期均衡においては上記のように利潤率と利子率は等しいから，スラッファ

のこの綾述とパシネッティの長期切衝の概念は，ある意味で，両立することが

　　（1君）
判明する。つまりパシネッ．ティの体系とスラッファの体系とは相互に補完しあ

う関係にあるのである。この事実は，パシネッ1ティの論文のようなケソブリッ

蝸　perry　P．Ch且ng，“R丑te　of　Profit　and　Income　Distribution　in　Re1日tion　to　the

　Rate　o王Ecommic　Growth＝A　Comment”，〃e　Rm加mヴ及momタ。∫切励‘5．

　1964，PP．103川10さ．この指摘は正しいが，Ckmgは長期均衡の概念を誤解して

　いた。Luigi　L．Pasinetti，“A　Reply　to　Professor　Chang”，丁加Rmタ舳g戸亙ω一

　mmた∫切肋∫，1964，P．106，参照のこと。

㈱　p．Sr丑f∫a，oP．cit，．P．33．邦訳56－57頁。

⑱　G．C，Harcourt，op．c呈t．，p．397，footnote（49）
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ジ派の分配論が利潤率を決定する体系であり，スラッファの体系が外生変数と

しての利潤率を求める正常価格体系であることを示している。

　とにかく，以上のことを念頭においてパシネッティの分配論モデルをみよ

う。彼の展開に従うが，重要な問題点は途中でふれる。

　まず，γを純国民所得，wを賃金総額，Pを利潤総額とする。yがwとPだ

けに分割されると考えると，恒等的に次の関係が成立する。

　　　　y＝W＋P・・一……①

　さらに，純貯蓄総額Sが労働者の貯蓄S㎜と資本家の貯蓄S。に分けられる

とすると①式と同様に恒等式が成立する。

　　　　S＝S伽十S。・…・・…②

　次に，人口成長率と技術進歩率が可能にする自然成長率（外生的に一定の値

として与えられていると仮定する）にみあった投資額を∫としよう。これは現

実に投資されると仮定する。さもなければ完全雇用成長はありえないからだ。

このことは，現実的にいえば，資本家が投資をひかえるほどには利潤率が低く

ない長期の場合に，投資決意は市場の拡大の可能性によって支配されるという

ことを意味する。勿論，パシネッティはこの完全雇用をもたらす∫にちょうど

等しい額が自動的にもたらされるとは考えていない。ともかく経済の動態的均

衡が存続するためには，この投資需要∫に等しい貯蓄の供給∫が経済で発生し

ていなくてはならない。動態的均衡条件は次のようにたる。

　　　　∫＝S・…・・……・・一③

　さて，さきにふれたように，利潤はもはや資本家のみに帰属するものでな

く，労働者にも帰属するものである。そこで資本家に帰属する利潤を，P。，

労働者に帰属するものをPωとしよう。すると次の恒等式が成立する。

　　　　P＝P。十P側・…・一④

　ここにおいて労働者の貯蓄性向を5ω，資本家のそれを㍉としよう。する

と労働者の所得は（w一トPω）であるから∫ω＝∫ω（w＋P㎜）となり，資本

家については∫F∫。P。が成立する。このとき⑧式の均衡条件は次のように

なる。
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　　　　∫＝∫ω（w＋P加）十∫。P，F∫。山γ十（∫ビ∫ω）P。…・・・…⑤

　次に⑤式より次の関係が得られる。

　　　　争一、÷（÷一→・・⑥

　　　　片　　　1　　∫　　∫仙j　ア
　　　　　　＝　　　　　　　　一　　　⑦
　　　　K　　∫．三一∫阯　K　　∫o一∫ω　K

　たおここで，Kは資本ストックの価値である。これは長期均衡の状態におい

ては測定が可能である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　P。
　次に⑥式をみれば明らかたように，一が王とたって経済的意味を持つため
　　　　　　　　　　　　　　　　　γ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫には，かりに5。＞∫、螂であったならば，一＞∫㎜でたければならない。ハシ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y

ネッティは⑥式．⑦式の数式展開の部分でこのことを積極的に示しておかなか

ったので，後に大論争が起ったのである。5。〉∫㎜は非常に常識的なものであ

る。現代においては法人貯蓄のウェートが大きいが，これも資本家の貯蓄とみ

なせば，この不等式はかなり首肯しうるものといえよう。さらに，先進資本主

　　　　∫　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
義国では一〉∫。。であることも現実的であるように思われる。同様にして，労
　　　　γ

　　　　　　　　w＋P㎜働者の所得分配率　　　　がゼロより大で経済的意味を持つための条件が，
　　　　　　　　　γ

　　　　　　　　　　∫∫〉∫杣のときに，∫。〉一であることも容易に導かれる。したがって，いままで
　　　　　　　　　　γ

の関係が経済的意味を持つためには∫。〉∫仙のときに次の二つの関係が同時に

成立していなくてはならな。

　　　　∫　　　　一一＞∫㎜………⑧
　　　　γ

　　　　　　∫　　　　∫。〉一…・・…・⑨
　　　　　　γ

　⑧式と⑨式を同時にみたせば，∫。＞∫㎜が成立するから，われわれは経済的

な意味を持つ条件として，この二つの式をあげるときには㍉＞∫㎜をわざわざ

仮定する必要はない。とにかく，⑧式と⑨式がパシネッティのこのモデルが経

済的意味を持つための条件なのだ。

⑲　G．C，Harcourt，op．oit。，p．397。
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　われわれは⑥式と⑨式がともにみたされているとして分析を進めてゆこう。

　さて，⑥式は会未象あ利潤分配率であって，利潤絵嶺と所得の比率という意

味での利潤分配率ではない。われわれは上の二つを区別せねばならない。われ

　　　　　　　　　　　　片、　　P、われが今求めようとしているのは　　ではなく一である。そこで⑥式の両辺に
　　　　　　　　　　　　γ　　　　・γ

凡　　　　　　　　　　凡　　を加えよう。同様にして，　　を⑦式の両辺に加えると，通常の意味での
γ　　　　　　　　　　　K

利潤率が得られる。下記のようになる。

　　　P　P．　P刊。
　　　一＝一十　　　　⑩　　　y　ア　　γ

　　　P　耳　P㎜　　　一＝　十　　　　⑪　　　K－K　　K
　　　　　　　　　　　　　　　　　P。　われわれは，まず⑪式を問題にするとしよう。一の値は⑦式によって与え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　K
られているので，われわれはP㎜を知ればよい。ところで，Pωは労働者の過

去の貯潤によるストック（K仙と呼ぼう）を資本家に貸して得た利子である。

ここで利子率をグとすると⑪式は次のようにたる。

　　　P　　1　∫　　∫仙　γ　7K伽
　　　一＝　　　　　　　　十　　　　⑫　　　K　∫巴i5tO　K　5、≡一∫仙j　X’　K

　　　　　　　　　　　K冊　ここで動態的均衝においては一について次の関係が成立する。
　　　　　　　　　　　K
　　　K舳＿8伽＿∫㎜（γ一p、三）＿5㎜∫。γ　5ω
　　　K　　∫　　　∫　　　∫o一∫ω∫　∫、、一∫伽

　これを⑫式へ代入すると次のようになる。

　　　妄一軌≒去斗キ美十恰テふ竺≒）・・⑬

　　　　　ア　同様にして，アを求めると次のようになる。

　　　多★吾、キ十・吟予、≒筆）・・⑭

　ここで重要な仮定が加わる。すなわち長期切街においては利潤率と利子率が

等しいということで楓そこでわれわれ1ままず⑬式の・に景を代入すると次

式が得られる。
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　　　　妄（・、1ポ十、キ）一、㍊★差

　　　　　P5。（∫一5冊ア）＿7－5冊γ
　　　　　一　　　　　　一　　　　　　⑮
　　　　　’K　　　∫　　　　　K

　バシネソティはここで∫一∫、、γ十〇と夜走しているが，われわれはこのよう

な仮定をあらたにする必要はたい。なぜならば，経済的意味を方程式が持つ条

件の上記の検討のところで，われわれはすでに⑧式を持っているからだ。⑧式

より∫．一∫。。γ〉であるから，これで⑬式を割ると次のようになる。

　　　　P　1∫　　　　一＝一一…・…・・⑯
　　　　K　5．K
　同様にして⑭式から次式が得られる。

　　　　P　　1　∫　　　　一二一一・・…・…⑰
　　　　γ　∫。r

　⑯式，⑰式は他のすべての式と同様に長期均衡において成立せねばならない

必要条件を示している。注目すべき点は両氏ともに∫ωを含んでいないことで

ある。利潤率と利潤分配率は労働者の貯蓄性向とは無関係に決まっているの

だ。勿論⑥，⑦式において8㎜＝Oとおけば，⑯，⑰式の関係は得られるが，

∫汕〉Oでも，⑯，⑰式が成立することがきわだっているのである。

　この⑯．⑰，式は別の観点から簡単に求められる。長期均衡においては利潤

は労働者に帰属するものであれ，資本家に帰属するものであれ，各期間の各々

の貯蓄に比例している。これは次のように表わせる。

　　　　P㎜　P．
　　　　T＝てrI．．…．．I⑱

　　　　P．　　P．　　1　　　P㎜　　Po　Po＋P仙　P
ここでs。＝。、P。＝亙また丁＝s。＝s。十s，。二百

であることを考えると，次式が成立する。

　　　　P　　1
　　　　一＝一…・…・・……⑲
　　　　s　5。

　さらに③式を考慮して変形すると次のようになる。

　　　　　　1　　　　P＝一∫一・…一⑳
　　　　　　∫o

　この⑳式をKで割れば⑯式，γで割れば⑰式が得られる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Pω
　どうして⑯。⑫式に5ωが表われないかは，⑱式の丁が労働者自身で決

　　　　　　　　　P．　1
めることはできずにT＝亙によって外から与えられるという事実に対応する

とパシネッティは指摘している。

　ところで以上の⑯，⑰式で表現されるパシネッティの長期均衡の体系は⑧，

⑨式の制約の下にあることに注意せねばならない。この二つの制約条件を満さ

ない場合にはパシネッティの体系は経済的意味を持たたいのだ。

　森島通夫氏は彼独自の多部門モデルにおいて，利潤総額のうちで資本家に帰

着する部分が正になる場合における均衡解をPasinetti　So1ution　と呼んでい
（20）

る。このとき，森島氏の多部門モデルにおいても，パシネッティの⑯式に対応

する関係が成立することが証明されている。この大きな意義はS㎜が均衡利潤

率の決定にはいりこまないことだけではない。なぜなら多部門で分析が行われ

ているために⑯式の関係の成立はこの関係が同時に価格，賃金，各部門の資本

集約度からも独立であることを示しているからだ。ところで森島氏のPasineI

tti　So1utiOnをもたらす場合は，パシネッティ・モデルの制約弐⑧，⑨を満す

場合に対応することは明らかであろう。

　森島氏は資本家に帰着する利潤は負になりえないということを重視してい

る。そこで，上記のPasinetti　So1utionをもたらさない場合に，すなわち資

本家に帰属する利潤が正にならない場合に経済的に意味あるものは資本家の利

潤がゼロで利潤がすべて労働者に帰属する場合しかありえない。森島氏はこの

場合をanti－Pasinettiの場合と呼んでいる。

　anti－Pasinettiの場合は労働者が同時に資本家であり，しかも，純粋た資本

家が存在したい世界である。パシネッティは制約式⑧，⑨をみたす場合を暗黙

のうちにとりあげ，みたさない場合の分析を行わなかった。このみたさない場

合を上記のように解釈し，それを前提として，森島氏は彼の独自の多部門モデ

ルからanti－Pasinetti　SOIutionを導出している。この解もPasinetti　SO1u一

⑳　以下の叙述はMl－Mori畠him・，oP．oit．，とくにPP．ユ10～112に依拠する。

　（註（7〕を参照）

134



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資本論争とケンブリッジ派分配諭

tiOn　と同様に長期均衡において成立する均衡解である。この解の特徴は次の

とおりである。ただし導出過程は上記の註で示した彼の著書の該当個所を参照

されたい。「・……・・anti－Pasinettiの均衡の場合には，資本の平均生産物（広

義の）は，投入産出係数と資本家の貯蓄性向に無関係であり，労働者の貯蓄性向
　　　　　　　　　　　　　　　　〔21）
によって割られた自然成長率に等しい。」ということである。これを森島氏は

anti－Pasinettiの場合におけるSamue玉son－Modiliani　formulaであると指

摘している。ここで注目すべきは，Pasinettiの場合には資本家の貯蓄性向が

重要な役割をはたしたのに対して，anti－Pasinettiの場合には労働者の貯蓄性

向が重要な役割を持っているということである。もっとも，anti－Pasinettiの

場合には純粋な資本家がいたいのでそうなるのは当然である。上記のanti－

Pasinetti　Solutionの特徴をいいなおすと次のようになる。すなわち，もしも

自然成長率と労働者の貯蓄性向が与えられているとすれば，利潤率はマルクス

の有機的構成に対応するものによって同時的に決定される。

　このようにして，anti－Painetti　SolutionはPasinetti　So1utionの双対と

して，それなりの特徴を具えているわげであるが，このanti’Pasinetti　SO1u’

tionの経済的意味はどのようなものであろうか。ハーコートは次のようにい

っている。すなわち，anti－Pasinetti　Solutionは，　「それなりに魅力的では

あるが，資本主義社会において何が利潤率を決めるかという論争とは無関係で
（22）

ある。」

　たしかにantトPasinetti　So1utionは上言己のように，利潤だけが所得の源泉

である純粋の資本家が存在したい場合であり，さらに労働者が資本家でもあり

労働者でもある場合でもあるから，非常に特殊なものといわたければなるま

い。われわれの関心の中心は，資本制経済において利潤率を決定するものは何

か，いいかえれば，分配率決定のきめ手は何かということであった。このわれわ

れの立場からすれば，マルクス経済学の再生産費説による実質賃金率によって

その利潤率の上限が画されるものの，新古典派の限界生産力説の批判から導き

⑳ibid一，P．ユ12．

⑳　G．C．Haroourt，op．cit。，p．398．
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出られるものとして，資本制経済における利潤率と成長率との関係を示す

Pasinetti　So1utionはきわめて大きな意義を持っているように思われる。我

々がパシネッティによって代表させたケンブリッジ派分配論はかように議論の

全体に位置付けられるのである。

1V　ケンブりツジ派経済学の展開

　以上で，我々のケンブリッジ派の立場からする分配論の考察はほぼ終了した

と思われる。最後に我々はパシネッティの研究のその後の展開についてごく簡

単にふれておこう。厳密に本格的に扱うとすれば，もう一つの論文は私は書か

なくてはならないからだ。

　パシネッティのその後の展開において中心とたる論文は，1965年の”A　New
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
Theoretica1Approach　to　the　Problems　of　Economic　Growth”である。

これは前節の1962年の論文一一Rate　of　Profit　and　Income　Distribution　in

Re1ation　to　the　Rate　of　Economic　Growth”と双対をなす論文である。ど

ういう意味で双対的な関係であるかは次のとおりである。すなわち，1965年の

この論文は多部門（財）の成長モデルを扱っている。そして，この多部門の各

部門においては，均等な利潤率が支配しているとみなされている。つまり，パ

シネッティの各部門モデルはいわゆる正常価格体系なのである。モーリス・ド

ッブの引用のところでもふれたように，正常価格体系，すたわちr交換の領

域」は，部門（財）を示す方程式の数より利潤率と実質賃金率の分だけ未知数が

多いので，それ自身の内部では，その相対価格を決定することはできない。利

潤率が実質賃金率かが与えられなくてはならないのだ。パシネッティは上記の

スラッファのように利潤率をr交換の領域」の外側から与える。この利潤率が

上記の1962年の論文によって与えられるのだ。1962年の論文は，彼の1965年の

多部門モデルの論文を利潤率を与えることによって補完するのである。パシネ

⑳　Lu三gi　L．P日siI1etti，“A　New　Theoretica－Appro直。h　to｛e　Probユems　of　Eco＿

　mmic　Growth”，戸。オ粥。ξαeλm幽mξ伽∫cξm地rm∫ぴ桝側　吻r4α，1965，pp．

　57ユ～696．
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ツティは成長率と利潤率とのマクロ的関係が相対的価格を示す多部門のミクロ

的関係から独立であるという点に着眼したのだ。彼の1965年の論文は1962年の

論文のミクロ的容器であるといえる。

　1965年の論文の1962年の論文に対する関係は以上のとおりである。とくに，

パシネッティは1962年のマクロ関係の論文の妥当性を次の事実に求めている。

すなわち，技術進歩とか人口成長は短期的には与件とみなしうるが，長期的に

はまさしく変数とみなさなければならない。ところが，利潤率は短期的には大

きな変動をこうむるが，長期的には1960年の水準と1860年の水準とがほぼ同じ

であるほど安定的であり，したがって，長期の成長を扱う多部門モデルでは利

　　　　　　　　　　　　　　（24）
潤率を定数とみるのが妥当である。そして，この利潤率と成長率を関係づけた

のが上記の1962年の論文なのである。

　以上で1962年の論文と1965年の論文の関係は明らかにたったと思う。さて，

1965年の多部門成長論それ自体にふれねばならないのであるが，かなり大部な

論文であるので，とくにきわだっていると思われる一論点を指摘するにとどめ

る。勿論，他にも同じくらい重要性のある論点はあると思うのであるがここで

　　　　　（25）
は扱い切れたい。しかし，これからあげる論点以上に重要であると思われる最

大の論点はやはり上記のマクロとミクロの関係である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）
　さて，パシネッティは次の点を強調している。すなわち，技術進歩は，生産

のコストに変動をもたらし相対価格の構造を変化させるばかりでなく，一人あ

たりの所得を増大させ需要構造にも変化を生ぜしめるということである。ここ

で，どうして所得が変化すると需要構造すなわち消費者が購買する財の構成の

比率も変化するのだろうか。彼はこの理由をすこぶる常識的たエンゲル法則に

求めている。つまり，所得が高くなるほど生理的に必要な物からそうでない物

へ新しく購買する対象を移すという事実に依拠しているのだ。パシネッティは

⑳　　ibid．，p．639、

鯛　例えば産業部門を理論上で垂直的に統合することの意味の問題がある。

㈱　Luigi　L．Pa昌inetti，op．cit．，pp．626～636（註鶴と同じ論文）。
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従来の経済学が所得が一定の時に効用を極大にするにはどうしたらいいかとい

う点に分析を集中していたが，彼の場合は所得が変化した時に効用を極大にす

るにはどうしたらよいかということに注意を集中するといっている。ここでは

理論的な解明は行えないので結論だけをいえば，彼の体系においては，相対価

格は上記の利潤率を与えられたものとすれば技術的要因（とくに投下労働量）

によって決められ、相対産出量は需要構造（とくにエンゲル法測に依存）によ

って決められるのである。したがって上記の技術進歩は技術的要因にも需要構

造にも影響を与えるのである。パシネッティの技術進歩の把握は二面的なの

だ。ここで注意すべきことは，一般均衡論の場合には，相対価格と相対産出量

は主体均衡と市場均衡を同時に達成するように価格が自由に動くことによって

同時に決定されたのであるが，パシネッティの場合には両者の決定の原理が別

であるということである。

　さて，パシネッティは以上の他のモデルに基いて，フォン・ノイマン（Von
　　　　　　　　　　　　　　（27）
Neuman）モデルを批判している。フォン・ノイマン・モデルは，投入と産出

の技術係数を与件として，極大成長率（利潤率もしくは利子率），相対価格お
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2響
よび相対産出量という解の存在を示すものであるカ㍉問題なのは，この極大成

長率に対応する相対産出量すなわち財の構成がはたして消費者の極大満足をも

たらすかどうかということなのである。もしそうでない場合には，この極大成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
長率はナンセンスであるとパシネッティはいうのである。

　パシネッティはフォン・ノイマン’モデルにかわるものとして，上記の自分

のモデルを現実に妥当するものとしてとりあげる。そこでは相対産出量は主と

してエンゲル法則に依拠する需要構造によって決定され，相対価格は利潤率を

与件とすれば技術的な要因によって決定され，利潤率は自然成長率との関連で

決まっているのだ。パシネッティの場合は経済の諸変数がフォ：ノ・ノイマン・

モデルのように単に需給関係から一般均衡的に決定されるのではない。

⑳　　ibid．，pp．678～685．

鱒　二階堂副包r現代経済学の数学的方法』岩波書店，1960年，238山245頁参照。

⑳　Lugi　L．P日sinetti，op．oit．，p，682。（註㈱と同じ論文）。
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　ところで，以上のようなパシネッティの理論に対して大きな批判がある。彼

のこの論文の末尾にdiscussionがあり，そこでドーフマン（Dorfman）は

パシネッティの論文の斬新さを高く評価しながらも次のような根本的な疑問を

提示している。　r・…・・稀少性の存在しない場合に価格がどのような社会的意味

　　　　　　　　　　　　（30）
を持つかはほとんど分らない。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3王）
　これにパシネッティは次のように答える。r稀少財のための限界分析の最も

単純な議論の枠組においては，財の数量ははじめから与えられていると考えら

れ，価格は消費者選好に関連して，稀少性の指標の一種とみなされる。私がい

ま提示しようとしている理論的枠組（長期の理論的枠組）においては，相対価

格は技術によって決定される。需要（すなわち消費者選好）はこの時，生産さ

るべき相対量を決定する。したがって，諸価格は社会がさまざまな財の各一単

位に投入することを余儀なくされる努力の一種とたるのである。こ」れらの二つ

の価格の解釈は本当に根本的に異っている。……しかし，彼等（ドーフマン等

　　・引用者）が稀少財のモデルから出現した価格と財の数量の解釈を生産され

た財にまで拡張しようとするから，私は彼等に異論をとなえるのである。」

　パシネッティはかように奮闘しているのであるが，一般均衡諭（最適資源配

分論）の壁はなかなか厚いようである。彼は稀少財のミクロ的モデルに成長を

導入するよりも，マクロ的な成長モデルにミクロ的な稀少財を導入した方がよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
り理論的に容易になる可能性があると示唆している。

（筆者の住所1東京都国立市北3－20－14）

⑬Φ　　ibid．，p．692。

餉ibid．，PP，692～693．

鯛1bid．，P，695．

139


